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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第5期

第3四半期
連結累計期間

第6期
第3四半期

連結累計期間
第5期

会計期間
自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日

自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日

自　2022年 1月 1日
至　2022年12月31日

売上収益
(百万円)

34,205 41,213 44,195

（第3四半期連結会計期間） （10,133） （12,077）  

税引前四半期利益又は税引前利益 (百万円) 5,520 7,159 5,559

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 (百万円)
3,690 4,846 3,621

（第3四半期連結会計期間） （265） （173）  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
(百万円) 3,690 4,846 3,621

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 21,095 25,873 21,026

総資産額 (百万円) 75,362 81,364 74,638

基本的1株当たり四半期（当期）利益
(円)

36.91 48.46 36.22

（第3四半期連結会計期間） （2.65） （1.73）  

希薄化後1株当たり四半期（当期）利益 (円) － 47.73 －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 28.0 31.8 28.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 2,519 7,117 3,647

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,201 △830 △1,550

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △495 △2,282 △1,378

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 2,404 6,305 2,300

（注）1．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

2．第5期及び第5期第3四半期連結累計期間における希薄化後1株当たり四半期（当期）利益については、新株予約

権は存在するものの、権利確定条件を満たしていないことから希薄化効果の計算対象外となるため、記載して

おりません。

3．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

 

2【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ（当社およびその子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、有価証券届出書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)経営成績の状況

当社グループは、「医療福祉を中心とするエッセンシャル産業が抱える課題の解決に挑み、誰もが幸せに暮らせ

る未来を創造する」というパーパスを掲げ、主に医療福祉業界向けを中心とした人材サービス事業を展開していま

す。

具体的には、介護業界、看護業界、保育業界を中心とした医療福祉業界において有資格者を主なターゲットとし

た人材紹介・人材採用支援・人材派遣サービスを提供しています。

今後も当社が有する業界トップクラスのデータベースを活用し、人材の採用・教育・定着の支援を目的とした業

務・経営管理サービスの提供等を含む法人向けサービスや、教育・コミュニティ・専門知識の提供等を含む求職者

向けサービスの展開を検討・実施いたします。

また、当社グループでは、医療福祉業界における人材サービス事業のほか、総合建設業者や大手工務店を主な派

遣先とし、建築士、建築施工管理技士、土木施工管理技士等の有資格者を主な対象とした人材派遣サービス事業も

提供しています。

 

当第3四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況から回復

傾向にあり、人材サービス業界を取り巻く環境も改善しつつあります。特に当社グループが事業対象としている医

療福祉・建設業界につきましては、その必要性の高さから人材不足の状況が慢性化しているため、当第3四半期の

有効求人倍率も全産業平均対比高い水準で推移しました。

このような事業環境の中、当社グループでは企業の社会的責務を果たすべく事業推進・継続に向け、既存サービ

スの強化に加えて、新たな注力分野の開拓、グループ内での連携強化等により、人材に関する顧客企業の課題解決

をサポートし、顧客満足度の向上や他社との差別化に取り組んできました。特に2023年6月には、bright vie社を

子会社化し、同社が有する医療福祉領域でのICTサービスと、当社が人材紹介および採用支援事業で培ってきた強

固な営業体制、膨大な登録求職者データベース、豊富な契約施設とのネットワークを融合させることができ、医療

福祉業界が直面する労働力不足や生産性の改善といった社会課題の解決に貢献できると考えています。

上記の結果、当第3四半期連結累計期間の経営成績は、売上収益41,213百万円（前年同期比20.5％増）、営業利

益7,457百万円（前年同期比31.1％増）、税引前四半期利益7,159百万円（前年同期比29.7％増）、四半期利益

4,846百万円（前年同期比31.3％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益4,846百万円（前年同期比31.3％増）

となりました。

なお、当第3四半期連結累計期間の調整後EBITDAは8,965百万円（前年同期比19.8％増）、調整後親会社の所有者

に帰属する四半期利益は5,325百万円（前年同期比24.5％増）となりました。

 

主要な事業ごとの業績は下記のとおりです。

 

医療福祉事業

当第3四半期連結累計期間においては、営業社員の増員を進めるとともに事業者からの旺盛な需要に応えること

で、売上収益は29,297百万円(前年同四半期比18.6％増)となりました。

 

非医療福祉事業

当第3四半期連結累計期間においても、高い有効求人倍率を背景とした建設事業者からの旺盛な需要に応えるこ

とで、売上収益は11,915百万円(前年同四半期比25.4％増)となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社トライト(E37764)

四半期報告書

 3/25



 

※　各種指標の算式

EBITDA＝四半期利益＋法人所得税費用＋金融費用－金融収益＋償却費（使用権資産、顧客関連資産、その他

資産を含む）＋固定資産減損・除却損

調整後EBITDA＝EBITDA＋M&A関連費用＋リファイナンス関連費用（金融費用以外）＋IPO関連費用

調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益＝親会社の所有者に帰属する四半期利益＋顧客関連資産の償却

費用＋M&A関連費用＋リファイナンス関連費用（金融費用以外）＋リファイナンス関連費用（金融費用）＋

IPO関連費用＋税金及び税効果調整額

※　調整後EBITDA、調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益は、IFRSにより規定された指標ではなく、投資

家が当社グループの業績を評価する上で、当社グループが有用と考える財務指標です。調整後EBITDA、調整

後親会社の所有者に帰属する四半期利益は、一時的に発生する特定の費用・収益及び四半期利益に影響を及

ぼす項目の一部を除外しており、分析手段としては重要な制限があることから、IFRSに準拠して表示された

他の指標の代替的指標として考慮されるべきではありません。当社グループにおける調整後EBITDA、調整後

親会社の所有者に帰属する四半期利益は、同業他社の同指標あるいは類似の指標とは算定方法が異なるため

に、他社における指標とは比較可能でない場合があり、有用性が減少する可能性があります。

※　調整後EBITDA、調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に

基づく四半期レビューの対象とはなっていません。
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(2)財政状態の状況

(資産)

当第3四半期連結会計期間末の資産合計は、81,364百万円（前連結会計年度末比6,726百万円増）となりました。

主な要因は、現金及び現金同等物が4,004百万円、営業債権が1,080百万円、のれんが643百万円それぞれ増加した

ことによるものです。

 

(負債)

当第3四半期連結会計期間末の負債合計は、55,490百万円（前連結会計年度末比1,879百万円増）となりました。

主な要因は、リース負債が602百万円、未払法人所得税が1,077百万円、その他の流動負債が1,744百万円それぞれ

増加し、短期借入金が800百万円、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が682百万円それぞれ減少し

たことによるものです。

 

(資本)

当第3四半期連結会計期間末の資本合計は、25,873百万円（前連結会計年度末比4,846百万円増）となりました。

要因は、四半期利益の計上により利益剰余金が4,846百万円増加したことによるものです。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第3四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より4,004百万円増加し、6,305百

万円となりました。

当第3四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による収入は、7,117百万円（前年同期は2,519百万円の収入）となりました。主な要因は、税引前四半

期利益7,159百万円、減価償却費及び償却費986百万円、営業債務及びその他の債務の増加額489百万円、その他に

よる収入653百万円、補償金の受取額216百万円があった一方で、営業債権及びその他の債権の増加額1,040百万

円、利息の支払額429百万円、法人所得税の支払額1,219百万円があったことによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による支出は、830百万円（前年同期は1,201百万円の支出）となりました。主な要因は、有形固定資産

の取得による支出93百万円、無形資産の取得による支出328百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る支出577百万円があった一方で、その他による収入170百万円があったことによるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による支出は、2,282百万円（前年同期は495百万円の支出）となりました。主な要因は、短期借入金の

純減額800百万円、長期借入金の返済による支出798百万円、リース負債の返済による支出672百万円があったこと

によるものです。

 

(4)経営方針・経営戦略等

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(5)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更又は新たな発生はありません。

 

(6)研究開発活動

該当事項はありません。

 

3【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2023年9月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 100,000,000 100,000,000
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に何ら限定のな

い当社における標準となる株式

であります。なお、単元株式数

は100株であります。

計 100,000,000 100,000,000 － －

 

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年7月 1日～

2023年9月30日
－ 100,000,000 － 10 － 0
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（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（6）【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年6月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2023年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 100,000,000 1,000,000

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。なお、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式  － － －

発行済株式総数  100,000,000 － －

総株主の議決権  － 1,000,000 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

2【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9

月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表

について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【要約四半期連結財務諸表】

（1）【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2022年12月31日）
 

当第3四半期連結会計期間
（2023年9月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  2,300  6,305

営業債権  3,394  4,474

その他の流動資産  803  560

流動資産合計  6,497  11,339

非流動資産     

有形固定資産  11,130  11,735

のれん  51,412  52,056

無形資産  3,405  3,488

その他の金融資産 11 1,602  2,093

繰延税金資産  571  636

その他の非流動資産  18  13

非流動資産合計  68,140  70,024

資産合計  74,638  81,364

 

 

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2022年12月31日）
 

当第3四半期連結会計期間
（2023年9月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

未払金  1,429  1,801

短期借入金  800  －

1年内返済予定の長期借入金 11 1,300  1,500

リース負債  885  935

未払法人所得税  362  1,440

引当金  2  0

契約負債  848  382

その他の流動負債  4,909  6,653

流動負債合計  10,538  12,714

非流動負債     

長期借入金 11 31,620  30,738

リース負債  9,653  10,206

引当金  423  458

繰延税金負債  1,373  1,373

その他の非流動負債  0  －

非流動負債合計  43,072  42,776

負債合計  53,611  55,490

資本     

資本金  10  10

資本剰余金  17,928  17,928

利益剰余金  3,088  7,935

親会社の所有者に帰属する持分合計  21,026  25,873

資本合計  21,026  25,873

負債及び資本合計  74,638  81,364

 

EDINET提出書類

株式会社トライト(E37764)

四半期報告書

 9/25



（2）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

 
当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

売上収益 9 34,205  41,213

売上原価  10,227  13,002

売上総利益  23,978  28,210

販売費及び一般管理費  18,545  20,842

その他の収益  299  98

その他の費用  44  9

営業利益  5,688  7,457

金融収益  651  434

金融費用  820  732

税引前四半期利益  5,520  7,159

法人所得税費用  1,829  2,313

四半期利益  3,690  4,846

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  3,690  4,846

四半期利益  3,690  4,846

     

1株当たり四半期利益     

基本的1株当たり四半期利益（円） 10 36.91  48.46

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 10 －  47.73
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【第3四半期連結会計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第3四半期連結会計期間
（自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日）

 
当第3四半期連結会計期間
（自　2023年7月 1日
至　2023年9月30日）

売上収益  10,133  12,077

売上原価  3,617  4,533

売上総利益  6,515  7,544

販売費及び一般管理費  6,087  7,084

その他の収益  212  37

その他の費用  4  2

営業利益  636  494

金融収益  186  124

金融費用  425  363

税引前四半期利益  397  255

法人所得税費用  131  82

四半期利益  265  173

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  265  173

四半期利益  265  173

     

1株当たり四半期利益     

基本的1株当たり四半期利益（円） 10 2.65  1.73

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 10 －  1.71
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

 
当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

四半期利益  3,690  4,846

     

四半期包括利益  3,690  4,846

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  3,690  4,846

四半期包括利益  3,690  4,846

 

 

【第3四半期連結会計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第3四半期連結会計期間
（自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日）

 
当第3四半期連結会計期間
（自　2023年7月 1日
至　2023年9月30日）

四半期利益  265  173

     

四半期包括利益  265  173

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  265  173

四半期包括利益  265  173
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（3）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第3四半期連結累計期間　（自　2022年1月1日　至　2022年9月30日）

        （単位：百万円）

 
注記

親会社の所有者に帰属する持分  
資本合計

 資本金  資本剰余金  利益剰余金  合計  

2022年1月1日時点の残高  300  17,605  △533  17,372  17,372

四半期利益  －  －  3,690  3,690  3,690

四半期包括利益合計  －  －  3,690  3,690  3,690

新株予約権の発行  －  32  －  32  32

所有者との取引額合計  －  32  －  32  32

2022年9月30日時点の残高  300  17,638  3,157  21,095  21,095

 

 

 

当第3四半期連結累計期間　（自　2023年1月1日　至　2023年9月30日）

        （単位：百万円）

 
注記

親会社の所有者に帰属する持分  
資本合計

 資本金  資本剰余金  利益剰余金  合計  

2023年1月1日時点の残高  10  17,928  3,088  21,026  21,026

四半期利益  －  －  4,846  4,846  4,846

四半期包括利益合計  －  －  4,846  4,846  4,846

2023年9月30日時点の残高  10  17,928  7,935  25,873  25,873
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（4）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

 
当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  5,520  7,159

減価償却費及び償却費  1,078  986

金融収益  △651  △434

金融費用  820  732

固定資産除却損  31  2

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △970  △1,040

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △271  489

その他  513  653

小計  6,070  8,550

利息及び配当金の受取額  0  0

利息の支払額  △662  △429

法人所得税の支払額  △2,888  △1,219

補償金の受取額  －  216

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,519  7,117

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △174  △93

無形資産の取得による支出  △181  △328

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出  △514  △577

その他  △331  170

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,201  △830

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  754  △800

長期借入金の返済による支出  △684  △798

リース負債の返済による支出  △585  △672

新株予約権の発行による収入  32  －

その他  △12  △11

財務活動によるキャッシュ・フロー  △495  △2,282

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  822  4,004

現金及び現金同等物の期首残高  1,582  2,300

現金及び現金同等物の四半期末残高  2,404  6,305
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【要約四半期連結財務諸表注記】

1．報告企業

株式会社トライト（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記されている本社

および主要な事業所の住所は当社のウェブサイト（https://tryt-group.co.jp/about/access/）で開示しており

ます。当社の要約四半期連結財務諸表は、2023年9月30日を四半期連結会計期間末とし、当社およびその子会社

（以下「当社グループ」という。）により構成されております。

また、当社グループの親会社はLIFE SCIENCE & DIGITAL HEALTH CO. LIMITEDであり、最終的な親会社はEQT AB

であります。

当社グループの事業内容は、主に医療福祉業界向けを中心とした人材サービス事業を展開しております。

具体的には、介護業界、看護業界、保育業界を中心とした医療福祉業界において有資格者を主な対象とした人材紹

介・人材採用支援・人材派遣サービスを提供しております。

また、総合建設業者や大手工務店を主な派遣先とし、建築士、建築施工管理技士、土木施工管理技士等の有資格者

を主な対象とした人材派遣サービス事業も提供しております。

 

2．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第1条の2に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、

同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

本要約四半期連結財務諸表は、2023年11月14日に代表取締役社長笹井英孝及び常務執行役員管理本部長井上

卓暁によって承認されております。

 

(2）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を切り捨てて表示しております。

 

3．重要性がある会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一であります。

なお、当第3四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

4．重要な会計上の見積り及び判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これら

の見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りに伴う判断は、原則として前連結会計年

度に係る連結財務諸表と同様であります。
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5．事業の季節性

当社グループの医療福祉業界向けの人材サービスにつきましては、入職日が4月に集中する傾向があります。こ

れに伴い、当社グループにおいては4月の属する第2四半期連結会計期間に売上収益及び営業利益が集中する傾向

にあります。

 

6．セグメント情報

当社グループは、人材サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

 

7．企業結合

重要な企業結合はありません。

 

8．配当金

(1）配当金支払額

前第3四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年9月30日）

該当事項はありません。

 

当第3四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年9月30日）

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末

日後となるもの

前第3四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年9月30日）

該当事項はありません。

 

当第3四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年9月30日）

該当事項はありません。

 

9．売上収益

収益認識の時期による収益の分解は以下のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

一時点で移転される財又はサービス 21,099 24,506

一定期間にわたり移転するサービス 13,106 16,706

合計 34,205 41,213

 

一時点で移転される財又はサービスについては、紹介した候補者の入社をもって、顧客から紹介料を得て

おります。顧客への入社時に履行義務が充足されたと判断しております。対価については、履行義務の充足

時点から概ね1ヶ月以内に支払を受けております。また、当社グループは、退職等により勤務期間が一定期

間に満たなかった場合には、顧客から受領した対価の一部を返金する義務を有しているため、当該金額を返

金負債として認識しております。なお、返金負債は、「その他の流動負債」に計上しております。

一定期間にわたり移転するサービスについては、派遣社員の派遣期間における稼動実績の検収時点で履行

義務が充足されたと判断しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね1ヶ月以内に支払を

受けております。
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10．1株当たり利益

基本的1株当たり四半期利益及び算定上の基礎はそれぞれ以下のとおりであります。

 

(1）基本的1株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

親会社の所有者に帰属する

四半期利益（百万円）
3,690 4,846

親会社の普通株主に帰属しない

四半期利益（百万円）
－ －

基本的1株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
3,690 4,846

加重平均普通株式数（千株） 100,000 100,000

基本的1株当たり四半期利益（円） 36.91 48.46

 

 

 
前第3四半期連結会計期間
（自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結会計期間
（自　2023年7月 1日
至　2023年9月30日）

親会社の所有者に帰属する

四半期利益（百万円）
265 173

親会社の普通株主に帰属しない

四半期利益（百万円）
－ －

基本的1株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
265 173

加重平均普通株式数（千株） 100,000 100,000

基本的1株当たり四半期利益（円） 2.65 1.73
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(2）希薄化後1株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

基本的1株当たり四半期利益の計算に使用する四半

期利益（百万円）
－ 4,846

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
－ 4,846

加重平均普通株式数（千株） － 100,000

普通株式増加数 －  

新株予約権（千株） － 1,536

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） － 101,536

希薄化後1株当たり四半期利益（円） － 47.73

（注）1．前第3四半期連結累計期間における希薄化後1株当たり四半期利益については、新株予約権は存在するもの

の、権利確定条件を満たしていないことから希薄化効果の計算対象外となるため、記載しておりません。

2．2022年9月30日現在における潜在的普通株式数は、2,951,514株であります。

 

 

 
前第3四半期連結会計期間
（自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結会計期間
（自　2023年7月 1日
至　2023年9月30日）

基本的1株当たり四半期利益の計算に使用する四半

期利益（百万円）
－ 173

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
－ 173

加重平均普通株式数（千株） － 100,000

普通株式増加数 －  

新株予約権（千株） － 1,536

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） － 101,536

希薄化後1株当たり四半期利益（円） － 1.71

（注）1．前第3四半期連結会計期間における希薄化後1株当たり四半期利益については、新株予約権は存在するもの

の、権利確定条件を満たしていないことから希薄化効果の計算対象外となるため、記載しておりません。

2．2022年9月30日現在における潜在的普通株式数は、2,951,514株であります。
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11．金融商品の公正価値

(1）公正価値の算定方法

金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

（現金及び現金同等物、営業債権、未払金、短期借入金）

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（敷金保証金）

敷金保証金については、その将来キャッシュ・フローを契約期間に応じた国債の利回り等適切な指標で割り引

く方法により算定しております。全ての重要なインプットが観察可能であるためレベル2に分類しております。

（長期借入金）

長期借入金については、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、債務額に信用リスクを加味した利率により割

り引いた現在価値により算定しており、公正価値ヒエラルキーはレベル2に分類しております。

（出資金）

出資金の公正価値については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法により算定しております。

 

(2）償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2022年12月31日）
当第3四半期連結会計期間

（2023年9月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産     

その他の金融資産     

　敷金保証金 843 843 899 899

償却原価で測定する金融負債     

長期借入金（注） 32,920 32,920 32,238 32,238

（注）1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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(3）公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価

値測定額を、レベル1からレベル3まで分類しております。

 

レベル1：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル2：レベル1以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

①　公正価値のヒエラルキー

公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2022年12月31日）

(単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産     

出資金 － － 742 742

合計 － － 742 742

 

 

　当第3四半期連結会計期間(2023年9月30日)

(単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産     

出資金 － － 1,176 1,176

合計 － － 1,176 1,176

 

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

おります。前連結会計年度及び当第3四半期連結会計期間において、公正価値レベル1とレベル2の間の重要

な振替は行われておりません。

 

②　評価プロセス

レベル3に分類された金融商品については、経理責任者により承認された評価方針および手続きに従い、

適切な評価担当者が評価および評価結果の分析を実施しております。評価結果は経理責任者によりレビュー

され、承認されております。
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③　レベル3に分類された金融商品に関する定量的情報

レベル3に分類された金融商品の評価技法及びインプットは以下のとおりであります。
 

・出資金

出資金の内容は、航空機のリース事業を目的とする匿名組合への出資であります。出資金の公正価値

は、投資先の事業計画を基に、ディスカウント・キャッシュ・フロー法により測定しております。なお、

事業計画に織り込まれている事項としては、リース収入、航空機の売却価額、支払利息等であり、市場の

動向や為替等によってこれらの金額が変動し、公正価値に影響を及ぼす可能性があります。

公正価値ヒエラルキーのレベル3に区分される公正価値測定における重要な観察可能でないインプット

は収益率であり、平均収益率は前連結会計年度4.65％、当第3四半期連結会計期間5.72％を用いて公正価

値を測定しております。

 

④　レベル3に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

レベル3に分類された金融商品の期首残高から期末残高までの変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前第3四半期連結累計期間
（自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日）

期首残高 305 742

利得及び損失合計   

純損益（注） 651 434

購入 － －

売却 － －

期末残高 957 1,176

報告期間末に保有している資産について純損益に

計上された当期の未実現損益の変動（注）
651 434

（注）要約四半期連結損益計算書の「金融収益」に含まれております。

 

12．関連当事者

前第3四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年9月30日）

（単位：百万円）
 

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

親会社の子会社 JSPC1㈱ 債務保証 5,500 －

（注）債務保証については、JSPC1㈱が金融機関等から調達した借入金に対し、当社が保証を行ったものであります。

なお、取引金額には債務保証の期末残高を記載しております。

 

当第3四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年9月30日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

13．後発事象

　該当事項はありません。
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2【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月14日

株式会社トライト

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土居　一彦　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉永　竜也　　　印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライ

トの2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月

30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社トラ

イト及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 

 
  

（注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社トライト(E37764)

四半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第1企業の概況
	1主要な経営指標等の推移
	2事業の内容

	第2事業の状況
	1事業等のリスク
	2経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	3経営上の重要な契約等

	第3提出会社の状況
	1株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（4）発行済株式総数、資本金等の推移
	（5）大株主の状況
	（6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	2役員の状況

	第4経理の状況
	1要約四半期連結財務諸表
	（1）要約四半期連結財政状態計算書
	（2）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書
	要約四半期連結損益計算書
	第3四半期連結累計期間
	第3四半期連結会計期間
	要約四半期連結包括利益計算書
	第3四半期連結累計期間
	第3四半期連結会計期間

	（3）要約四半期連結持分変動計算書
	（4）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	要約四半期連結財務諸表注記


	2その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

